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4 は における 2008 年の SDR 調査の結果から得られた における 得者 文

を く）の分 別 と 用者の 業部門である。 人 も、 学 の 4 年 の

機 属 者 41.4 で、 間 業 属 者 32.6 高 た、 ンピ ー ・

学 学、工学 は、 間 業 属 者 業 ーの の 1 、

修了者 間 業  
 

4 SDR 2008 年調査）分 別 の 得者の ・ 業セクターの 合 

全人数
数

（フル イ ・

ート イ ）

4 の
教育

間
間

非 利
・

自 の

全分 （人文 を く） 752 000 651 200 41.4% 32.6 6.6 6.7 2.9 6.3 3.5%
生物 ・ ・環境 188 000 164 000 47.0 26.3 8.5% 8.7% 2.7 3.4% 3.4%
コン ュー ー・情報 16 900 16 200 42.6 45.7% 3.7% 3.1% 1.2 2.5 1.9
数 ・ 35 700 30 000 57.3% 27.0 3.3% 5.0 0.7 3.0 3.3%
物 139 100 115 300 33.7% 44.0 5.5% 7.5% 2.2 3.6 3.6
心 112 300 99 200 33.5% 19.9 9.8 5.1% 5.7% 20.3 5.8%
社会 95 900 81 500 61.5 13.1% 6.3 5.8% 3.3% 4.8% 5.3%

131 800 116 000 26.2 57.2 3.2 6.1 2.0 4.3% 0.9
健 32 100 28 900 54.7% 20.4 9.3 6.6 2.8 3.1% 3.1%

出 2008 （ 　 11 308）の ー より 成

人数 人（ 定値） （フル イ ・ ート イ ）に める の割合（ 定値）

　 4 の教育 は、大 、 大 （大 を む）、大 の を でいる

の分

人数・ 数

・

 
 

5 は、 における ルタイ 大学 生 研究）に関して Early DLHE の調査結果から 業 6
の状 を行にとり、Longitudinal DLHE の調査結果から 業 3 年 の状 を にとって

している。 業 6 の状 によって 3 年 の状 の 合が大きく異なっていることが さ

れている。 
 

5 における 2006/07 業の ルタイ 大学 生 研究）の 業 2 時 の状

フル イ
の
のみに

ート イ
の
のみに

ラテ
・無

の の
みに

が

と
の のみ

ートフ
の
成

と
定

の
情報

の
ンプル
イ

フル イ の のみに

ート イ の のみに

ラテ ・無 の のみに

と の

のみ

と 定

の情報

の

合

出 （2006 07 生 の2010 11調 ）の ー より 成

の 3 の

2010 11 29
の2006/07 の

の の

 
 

  
 
日本は学生の 業 の状 による 果の定 や 業者からの意見 集という に関し

て、 外 から大きく れている。この状 を るために、 ・ の 課 者の調

査 計を参考にして データ ースを新 構築する。 の状 を し、定 分析による

策 定の基 を りあ るためには重要なデータ ースであると考えている。 な のデー

タ ースの 、大学 の 、全 展 が 現するよう ・ をお いしたい。 
 

 

21 世紀を きる 業  

- 研究・技術計 学会 第 27 シンポジウムのパ ル 論から -  

 

 
 子（（ ）科学技術 機構 会技術研究開発 ンター） 

 

 

 
1. はじめに 

 研究・技術計 学会 第 27 シンポジウム [1]

では グローバル化 経済情 のバランスの変化

会システム 観の変化といったダイ ミ

ックな変化の の 代を見 えた に じ

た り みに いてパ ストに以 の を

いた。 

 

グルーバル化 経済情 のバランスの変化の で 

1.経 の変化は  

1-1.どのような機 をグローバル化するのか

ローカルで するのか  

1-2.日本でどのような新産業を するのか  

2.技術 の変化は  

3.人 の変化は  

4. り みの で成 した事は か さらなる

チ レンジは か   

 

 「経 」「科学技術研究 」「人材 」

という観点から パ ストおよび会 を え

論した。経 では の変化の活用

（ 新 から新 ジ ック事業

の ） グローバル化 の 的・ な対

応（ 国 的な り みからビジ

スに対応したグローバル デルでの対応）の

があった。技術 では アカデミア 業 ベ

ンチ ーの連 による ープン・イノベーション

型研究開発から技術開発と での実

の 体的推 をする と研究開発の に

いて があった。人材開発では クロス ーダ

ー人 の 成・活用（国際 学際 産 学 T型

ファシ テーション ）の必要性が指摘された。

された事 に いて ビジ スの 機

ロ ーション（国 で 続あるいはグローバル

化） ロ ーション ミ ーションの必要

性 ープン・イノベーションの に いて表

1にまとめた。 

 本論文では ビジ スの を の変化・

性 会の 性 イノベーションの の観

点で見 し 競争 を 化・ するために が

必要なのかに いてパ ル ッションでの 論

を り り考 する。 
 

表 機 のグローバル化と ミ ーションの必要性 

ビジ スの  
機 ロ ーション ロ ーション ミ

ーションの必

要性 

ープン・イノベーション
国   

ッチ 研究開発 守 ーダー い   

世界 DD  最 で開発 ーダー   

域事業部 電  本 計 カスタマイ い   

大 システム 要 技術 の の機 い   

ッチ・トップ SM  研究開発 守 連 部分
インバウンド（ と産学

の連 ） 

新 （ ） 最 で開発 連 部分
インバウンド（アカデミア

ベンチ ー 業で連 ）

サービス 

イノベーション 
問題存在現 と に研究開発 い カプルド（研究開発 ）

会イノベーション 研究開発  会実  い カプルド（研究開発 ）

 

2. の変化・ 性 会の 性とマ ジ

ントシステム 

 バートレット ジ ールら[2]はグローバル

合とローカル 合の 点から インター ショ

ル グローバル マルチ ショ ル トランス

ショ ルの4 のマ ジ ントシステムを示し

た。 
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 グローバル 合 ローカル 合フレーム

ーク  

 

 トランス ショ ル 業の経 デルは マル

チ ショ ルの の 合性 グローバルの

性 インター ショ ルの 識の移 の長所を

に 型とされる。さらに ドー ら 

[3] によって世界に拡 している 識を に

・ ・活用する タ ショ ル 業の 論

がされている。 れらのマ ジ ントシステムと

の変化・ 性 会の 性の観点でパ

ルの事 を整 した。 

 の変化・ 性 会の 性が いビジ

ス領域では れらに対応したマルチ ショ

ル トランス ショ ルといった経 システムを

必要とする。 方 とのインタラクション

での 会実 から 識を てイノベーショ

ンを 発するビジ スでは タ ショ ル的な

システムが必要になると われる。 

 会の 部的要因によって 業

のマ ジ ントシステムは ある 方向付けが

されることが示 される。また ローカル 合の

合いの変化を見 さず グローバルからトラン

ス ショ ル のシステム変 さらに を

るためのマルチ ショ ルからトランス

ショ ル の移行は 要な経 となると

われる。 

 ビジ ス 会の によって 定され

るマ ジ ントシステムによって ロ ーション

ミ ーションの必要性が 定される。

れを充 する人 の 成は これらの変化に対応

するため必 である。パ ルでは 日立における

人 開発として 新 の人 の 置 現

人 の活用などの のダイバーシテ 化

の り みが された。 

 
表 の変化・ 性 会の 性とマ ジ ントシステム 

ープン化 ビジ スの  
の変化・

性 

会（ サ

ービス）の

性 

ロ ーション ミ

ーションの必

要性 

マ ジ ント 

システム 

業  

ッチ 定・  い ーダー い インター ショ ル

世界 DD  定・  い ーダー  グローバル 

域事業部 電  定・  い い マルチ ショ ル 

大 システム 定・ い い トランス ショ ル

ープンイノ

ベーション 

ッチ・トップ SM  定・  い 連 部分  インター ショ ル

新 （ 業） 定・  い 連 部分  グローバル 

サービス 

イノベーション 
定・ い い タ ショ ル的 

会イノベーション 定・ い い タ ショ ル的 

 

3. イノベーションの と機 の 置 

 パ ルの事 に いて イノベーションの

と れらの国 ・ の 置に いて に整

した。 の変化 会の 性が いビジ ス

に いては 業 にある技術と に

の がイノベーションの となりうる。

のため れらをうまく り ような機 置

が必要となる。また 化を めるため ア

ビジ ス 技術以 の 部調 が 業 新

の領域で まっている。研究を対 としたインバ

ウンド型の ープンイノベーションが活用され

ている。さらに の が必 である

サービスイノベーション 会イノベーション

の 合には 研究者・技術者が現 に て行くこ

とで 方向型の ープンイノベーションが行わ

れている。 

 業の競争 の である技術は プロ ス

用 の れらの問題 新し

い 造をするシステム の構 既存

の技術のみではなく がってきている。技術と科

学の  [4] だけではなく 技術を 的を 成

するシステム（ ・行動・論 に く 物

質的なものを ） [5] と より く えるこ

とが必要である。研究・技術 を めるとともに
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ビジ スパート ー から学び に新

しいシステムを 造していく 考変 と れを

実施し行動変 を起こしていくためのマ ジ

ントが問われている。 

 また れら 業 に される 識に加えて

業 に がる ット ークが を いか

に 業 システムを構 していくかが 要に

なってきている。 会システムの革新を 指す

会イノベーション領域では 業 では 分

に れらの構 を行うことが しい。 学の連

によって めていくための み くりが必

要だと われる。

 

 

表 イノベーションの と機 の 置 

ープン化 ビジ スの  
イノベーションの

 

機 ロ ーション ープン・イノベーシ

ョン 国   

業  

ッチ  研究開発 守   

世界 DD  大 産 最 で開発   

域事業部 電   本 計
開発

守 
  

大 システム 研究開発 （ ） 要 技術 
の の機

 
  

ープンイノ

ベーション 

ッチ・トップ SM  研究開発 研究開発 守 インバウンド（研究）

新 （ 業） 研究開発 最 で開発 インバウンド（研究）

サービス 

イノベーション 

研究開発（国際 ）

（ ビジ ス

デル） 

問題存在現 と に研究開発 
カプルド 

（研究開発 ）

会イノベーション 
研究開発 （

ビジ ス デル） 
研究開発 会実  

カプルド 

（研究開発 ）

 

4. 考 および の研究 題 

 2.において の変化・ 性 会の

性とマ ジ ントシステムの関係に いて 3.に

おいて イノベーションの と機 の 置に

いて 論した。マ ジ ントシステムは ビジ

スが対 とする ・ 会の 性に 存してい

ることが示 された。 方 イノベーションの

はビジ スが 会とのインタラクション を

深めるに い の技術以 に ビジ

ス デルと技術の りの 会システムを 領

域に がってきており のための研究開発マ

ジ ントが必要とされる[6]。 

 

 
 会・ の 性とイノベーションの  

 

 会・ の 性に 応した のマ

ジ ントシステムを構 することに加えて

・ とのインタラクション を考 し研究開

発マ ジ ントシステム 指す技術領域が

定される。 

 

 
 業と 会・ の関係性の深まり 

 

 業は 会・ プロダクトを提 するだ

けではなく れらと に を くる機 とし

て 会システムの に ンベッドされている。
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のため ープンイノベーションを め 業の

部及び 部に がる 態系をいかに るか の

ためのマ ジ ントシステムの構 が 要な

題となる。 

 本論文では パ ルの事 にを用い 会・

・技術の観点でビジ スの を考 した。こ

れらの問題領域では 科学技術政策 経 学 技

術経 産業研究 の研究が行われており

日本の 業の に活用できる 見が に提

されている。 これらの研究成果が 合さ

れ 性に 応し活用するためのマ ジ ント

システム れらの移行 イノベーションの

の がり ・ との に対応する研

究開発マ ジ ント 会システムの革新を 指

す 会イノベーションのための 学の連 に

よる み くり れらを なぐ VC などのフ

ァンデ ングシステム の研究が深められるこ

とが まれる。日本の 業が活 を り し 日

本の がより 的になるための 論をする

として学会 の活用が ことを する。 

 

 
  既存学問領域と 合的な 題 

 

 本論文を書くにあたって 研究技術計 学会第

27 シンポジウムのパ ストの方 の発表

シンポジウムでの 論を 考にさ て いた。ま

た ・実施をされた業 ンバーの方 に心か

ら を し る。 
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